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河川堤防の維持管理は、年数回実施される目視点検により確認された変状を、「堤防等河川管理施設の

点検結果評価要領」（平成 29 年 3 月：国土交通省水管理・国土保全局河川環境課）に基づき評価し、施

設の状態に応じた必要な対策が施されている。自然公物である堤防は土構造を基本としており、河川特性

や出水規模等により、施設機能に支障を及ぼす変状の度合いが異なるため、現状では定量的な指標が定め

られていない。このため、点検・評価は技術者の経験や能力に依存することが多々ある。本稿は、効率的

又客観的な点検・評価を行う為に、河川堤防の変状と要因を含めた変状発生の過程や、機能低下の状態へ

の進行予測を機能低下シナリオとして整理し、これを活用した河川堤防の維持管理につい紹介するもので

ある。 
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1. はじめに 
 

集中豪雨や台風の襲来に伴う浸水被害から、堤防決壊

や河川はん濫等による水害を防止又は軽減するためには、

適切に河川の維持管理を行う必要がある。 

近年の集中豪雨の頻発や巨大な台風の襲来、浸水被害

の拡大や、高度経済成長期に多くの整備がすすめられた

河川管理施設が今後更新時期を迎えることなどを背景に、

より効率的な施設の維持と修繕・更新を進めるために、

平成 25 年に河川法（昭和 39 年法律第 167 号、以下「法」

という。）の一部が改正された。同法第 15 条の 2 にお

いて、河川管理者又は許可工作物の管理者は、河川管理

施設又は許可工作物（以下「河川管理施設等」という。）

を良好な状態に保つように維持し、修繕し、もって公共

の安全が保持されるように努めなければならないことが

定められた。 

また、これに伴い、河川砂防技術基準維持管理編（河

川編）（平成 27 年 3 月）の策定、同基準を踏まえた

「堤防等河川管理施設及び河道の点検要領」（平成 28

年 3月）、「堤防等河川管理施設の点検結果評価要領」

（平成 29 年 3 月）が整備され、堤防等河川管理施設の

点検手法及び点検結果の評価方法に関する要領がとりま

とめられ、直轄河川において点検・評価業務が進められ

ている。 

本稿は、このような中、効率的な点検・評価を進める

ために点検確認項目と堤防機能への影響について、変状

発生過程や進行予測を整理した機能低下シナリオを活用

した河川堤防管理について紹介するものである。 

 

2. 河川堤防点検評価業務の概要 

 

自然公物である河川は、出水等の自然の作用によって

河道や堤防に変化が生じること、主な河川管理施設であ

る堤防は基本的には土で作られ、過去幾度にもわたって

築造・補修されるという歴史的な経緯を有しいるため、

堤防を構成する材料の品質が不均一という特徴がある。

このため、河川堤防の管理は、河川巡視、目視点検によ

る状態把握、維持補修等を繰り返してきた経験の中で、

実施内容や管理すべき水準が培われてきた。 

このような特徴を有する河川堤防を適切に管理するた

めに、「堤防等河川管理施設の点検結果評価要領」（平

成 29 年 3 月）（以下「評価要領」と呼ぶ。）が整理さ

れた。同要領では、河川の特性や河川毎に変状の要因や

メカニズムが異なることを踏まえ、既往文献やこれまで

の堤防管理の実態を踏まえた標準的な評価の目安や考え

方が示されいる。以下に同要領に示された基本的な堤防

を対象とした点検・評価業務の概要について説明する。 
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(1) 点検・評価の基本的なフロー 

河川管理施設の点検・評価は図-1 のフローに示す通

り河川維持管理計画に基づき実施される。 

堤防点検は目視点検を基本とし、通常、出水期前、台

風期の 2回実施し、設定した出水規模を上回る出水があ

った場合は、出水後の点検を実施する。3）点検により把

握された変状について、変状箇所ごと、施設ごとに機能

低下の状態を評価する。 

機能低下の状態評価は、「異常なし」、「要監視段

階」、「予防保全段階」、「措置段階」の 4段階に区分

する。 

 

図-1 堤防等河川管理施設の点検・評価フロー1） 

 

各機能低下の状態及び評価は表-1 に示す通りである。 

 

表-1 変状箇所ごとの点検結果評価区分1） 

 

 

ここで、「要監視段階」とは、現状では施設の機能に

支障を生じていないが、進行する可能性のある変状で、

経過を継続的に監視する必要がある状態であり、状況に

より軽微な補修を必要とする場合も含む 

「予防保全段階」とは、現状では施設の機能に支障を

生じていないが、進行性があり、予防保全の観点から対

策を実施することが望ましい状態である。なお、変状の

発生原因が不明な場合や、目視点検の結果だけでは評価

が困難なため詳細点検が必要な状態もこの段階に区分さ

れ、詳細点検の結果を踏まえ状態を再評価する。 

「要監視段階」と「予防保全段階」は表-1 に示すよ

うに変状確認は｢あり｣、機能支障は「なし」と同様の内

容となるが、確認された変状の進行状況によりその評価

が異なることとなる。 

「措置段階」とは、施設の機能に支障が生じていると

判断され、速やかな補修等が必要な状態である。 

これらの評価は点検毎に実施され、年に 1度当該年度

の総合的な評価が実施され、評価結果に応じて速やかに

あるいは計画的に対策が実施されることになる。 

 

(2) 土堤の機能低下の状態と変状の関係 

堤防は、流水が河川外に流出することを防止するため

に設けられた施設であり、盛土により築造された土構造

物である。 

土堤原則であるため、材料取得の容易さや構造物とし

ての劣化が生じない等の利点がある一方で、構成材料の

品質が不均質であり、降雨、流水、地震等の外力により

変状が生じる場合がある。 

堤防に求められる機能は、表-2 に示す通り越水防止

機能、耐浸透機能、耐侵食機能であり、各機能は沈下、

すべり破壊、パイピングの発生、侵食等により機能低下

の状態となる。 

 

表-2 土堤の機能低下の状態2） 

機能 機能低下の状態 

越水防止機能

【沈下】 堤体あるいは基礎地盤の沈下により所要

の高さが確保できない状態で、越水防止機能が損な

われるもの。 

耐浸透機能 

【すべり破壊】 洪水時に河川水あるいは降雨が堤

体に浸透することによって間隙水圧が上昇し、堤体

の強度が低下して堤体すべりが生じる状態で、耐浸

透機能が損なわれるもの。 

【パイピングの発生】 洪水時に河川水が基礎地盤

に浸透することによって間隙水圧が上昇し、土粒子

が移動しパイピングが生じる状態で、耐浸透機能が

損なわれるもの。 

耐侵食機能 

【侵食】 雨水あるいは洪水時の流水の掃流力によ

り堤体表面あるいは裏法尻部等に侵食が生じ、耐侵

食機能が損なわれるもの。 

 

また、その構造は図-2 に示す通り複数の部位から構

成され、各部位ごとに出現する変状は異なるため、点
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検・評価に当たっては天端、表法面、裏法面、小段、裏

法尻、堤脚水路等の各部位ごとに実施する必要がある。 

 

 
図-2 堤防の構造2） 

 

このような堤防の機能、構造、機能低下の状態を踏ま

え、堤防の施設毎に求められる機能と機能低下の状態、

機能低下を生じる可能性のある変状が評価要領では整理

されている。 

堤防の土堤部分についてみるならば、機能及び機能低

下の状態は表-2に示す通りであり、この機能低下に関連

する変状として以下の 12の変状が示されている。 

 

表-3 土堤に見られる変状1） 

[1]亀裂 

[2]陥没や不陸 

[3]法崩れ 

[4]沈下 

[5]堤脚保護工の変形 

[6]はらみだし 

[7]寺勾配 

[8]モグラ等の小動物の穴 

[9]排水不良 

[10]樹木の侵入 

[11]侵食(ガリ)・植生異常 

[12]漏水・噴砂 

 

土堤の点検では、堤防機能、機能低下の状態、各変状

とその出現箇所に着目し、変状の有無、程度、進行状況

を確認することになる。 

ここで、図-3 に[1]亀裂に関する事例を示す。同じ変

状でも支障が生じる機能、機能低下の状態は複数関係す

ることがあり、点検で確認された変状がその現場でどの

ような過程を経て機能低下が生じるかについて、点検時

に判断する。 

 

 

図-3 亀裂と機能低下の状態の関係 

 

また、点検の結果については調査要領に示された判定

目安に基づきａ～ｄ区分に評価する。コンクリート構造

物等の場合は、判定目安として定量的な損傷・劣化の判

断基準を示すことができるが、土構造物である堤防の場

合、定量的な判断基準を示すだけの技術的なデータが揃

っていないことから、過去の点検結果等との比較や機能

低下事例を踏まえ、進行程度や状態を評価している。 

以下に[1]亀裂の場合についての例を示すが、これら

の目安は堤防の規模や過去の災害履歴を勘案し、河川毎

に設定することとなっている。また、亀裂だけでなく堤

防の形状変形に関わる[2]陥没や不陸、[3]法崩れ、[4]

沈下、[5]堤脚保護工の変形、[6]はらみだし、[7]寺勾

配も、同様に変状の有無が評価の目安となっており、保

全対策の可否判断の基本となる変状や進行程度について

は定量的に示されておらず、変状と堤防機能の支障の関

係については点検技術者の判断に依存する。 

一方、形状変形ではなく事象出現に伴う変状である

[8]モグラ等小動物の穴、[9]排水不良、[10]樹木の侵入、

[11]侵食（ガリ）・植生異常、[12] 漏水・噴砂につい

ては事象出現箇所の多寡（小動物の穴や侵食、樹木侵入

等）や状態の継続性（排水不良、漏水等）等を目安とし

ているが、これらについても定量的な目安は整理されて

いない。 

 

表-4 土堤に生じた亀裂の点検結果評価区分の判定目安 

評価区分 評価の目安 

ａ 異常なし 変状なし。 

ｂ 要監視段階 亀裂が発生しているが、堤防は機能し支

障は生じていない。軽微な補修を含む。 

ｃ 予防保全段階 盛土は洪水等により、急激に変状が進行

することもあるため、劣化の予測が困難

であることから評価しないことを基本と

する。 

但し、これまでも一定規模以上の変状に

ついて補修をしている実態を踏まえ、変

状の発生が不明な場合や、目視点検の結

果だけでは評価が困難な場合は、必要に

応じて詳細点検（調査を含む）実施する

ものとする。 

ｄ 措置段階 亀裂により堤防の機能に支障が生じてい

る。 

亀裂がH.W.L.以下まで及んでいるなど。 

 

(3) 現状の点検・評価業務の課題 

上述のように、堤防の維持管理は、河川巡視と年に複

数回実施される点検により状態把握・維持補修により実

施されており、その評価や管理水準は長年にわたって積

み重ねた経験に基づき行われている。このため、技術的、

工学的な知見を積み重ね、定量的、客観的な基準や目安

を整備していくことが重要となっている。 

一方、このような経験工学的な側面が強い堤防維持管

理業務において、高齢化等に伴う経験ある技術者の不足

も大きな課題となっており、堤防機能の支障となる変状
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の見落としの有無や、機能低下の予測についての妥当性

についての課題を内在することになっている。 

 

3. 機能低下シナリオを活用した堤防管理の概要 

 

(1) 機能低下シナリオの概要 

図-3 に示す通り、評価要領では変状と機能低下状態

を結び付けた機能低下シナリオが示されている。 

これらのシナリオは個別の変状が複数の機能低下状態

に進行する状況や、想定される機能低下状態に関連する

変状の有無を把握・想定するには扱いにくいものとなっ

ている。 

定量的な目安がない堤防点検ではその変状がどのよう

な機能低下状態に結び付くのか、また同様の機能低下状

態に関連する変状が周辺に存在しないか等を確認するこ

とが、堤防の状態を把握し評価する上では重要である。 

このため、点検時の見落としを減らし、評価の客観性

を高めるために、他の変状との関連性や機能低下につな

がる多様な可能性について体系化した機能低下シナリオ

を整理した。4） 

機能低下シナリオは図-4 に示す通り、「機能低下要

因や場の特性」、「変状の進行」、「構造物の破壊」、

「被害事象」をツリー図で整理し、各項目を上から下に

たどれるように表現した。これより、確認された変状が

進行することによりどのような被害（機能低下）に繋が

るか、確認された変状はどのような要因等により発現し

たか、また、変状の進行予測やそれによる被害を把握す

ることもできる。さらに、変状の至る要因は必ずしも一

つではないので、同様の要因による変状や同様の被害に

至る要因についても把握することができる。 

このような機能低下シナリオ活用のメリットは以下の

ように整理できる。 

＜FT図活用のメリット＞ 

○ 状態の客観的な把握・共有 

• 要因や場の特性と変状の関係を知ることで、現

場条件と照らして変状の発生原因を推定しやす

くなる。 

• 現場を確認する際に、過去の経験を踏まえ当該

変状に関連する変状の見落としを防止できる。 

• 過去の経験から変状の進行予測を知ることで、

モニタリング方法や対応策検討の基礎資料とす

ることができる。 

○ 経験知の継承 

• 新たな要因や場の特性と変状の関係が明らかに

なった場合や、変状が過去の経験とは異なる進

行過程を辿った場合など、機能低下シナリオを

更新することで新しい知見を今後の評価へ継承

することが可能となる。 

 
図-4 機能低下シナリオのイメージ 

 

(2) 機能低下シナリオの活用例 

機能低下シナリオを活用した推定例について以下に示

す。 

図-5 は堤体の堤体漏水の発生及び堤体内の排水不良

という二つの変状について、その発生要因と変状を結ぶ

ことにより変状発生過程が示され、変状進行予測として、

想定される複数の機能低下シナリオを示している。 

機能低下シナリオを読み解くなら、堤体漏水の発生に

ついては地下水がその要因と考えられ、堤体内に水みち

が形成されるというプロセスを経て漏水という変状が発

生していると考えられる。また、この変状は今後、堤防

材料の流出、堤体の不等沈下、陥没等の変状を経て浸透

機能の低下という状態になり、浸透による堤防破壊とい

う被害シナリオと、堤体の不等沈下から越水防止機能が

低下し越水による被害シナリオが予測される。 

一方、堤体内の排水不良については堤防の地質構造と

降雨の発生が要因と考えられ、状況に応じて地質調査等

の詳細調査の実施が必要となる。また、この変状は今後、

堤脚部の泥濘化、堤体のはらみだし・寺勾配等の変状を

経て堤体のすべり安定性の低下という状態になり、すべ

りによる堤防破壊という被害シナリオが予測される。 

このように、機能低下シナリオを活用することにより

点検により確認された変状について、その発生原因や関

連する変状の見落とし防止、詳細調査やモニタリングの

必要性の判断等を円滑かつ客観的に行うことができる。 

なお、ここで整理した機能低下シナリオは調査要領で

示されたシナリオを図に展開したものであり、対象とす
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る河川の被害実態等をシナリオに追記・修正することに

より、当該河川の特性を反映したシナリオに変更するこ

とができる。 

 

5. おわりに 

 

本稿では、機能低下シナリオを活用した河川堤防の維

持管理事例について紹介した。 

今回紹介した機能低下シナリオは技術者の経験に依存

した判断プロセスを図示することにより判断プロセス、

予測プロセスの客観性の向上や技術的な知見の蓄積、さ

らには技術の継承を目指したものである。 

以下に、本手法を活用した今後の河川管理にあたって

の課題についてまとめる。 

・機能低下シナリオは評価要領のシナリオをベースに作

成しており、巡視・点検・評価業務を行う際に活用し、

当該河川特有の事象をフィードバックすることにより、

知見の明確化、共有化を図る資料としてより一層充実

した資料へと更新する必要がある。 

・目視点検で確認される変状の状態・程度の評価に当た

っても地域特性を反映した情報が蓄積・共有されてい

るとは言い難く、これら変状評価の基礎資料となる事

例の収集・整理も併せて行い、点検・評価資料の充実

を図る必要がある。 

・堤防（土堤）以外の河川管理施設（河道、護岸等の構

造物、樋門・樋管、水門、堰）についても、堤防同様、

評価のための目安が不明確な構造物、発生する変状の

要因やその進行過程、機能低下の状態が多岐にわたる

ものも多々ある。このため、堤防（土堤）以外の他の

河川管理施設についても同様のシナリオを整備するこ

とが必要である。・ 
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図-5 機能低下シナリオによる変状発生過程、変状進行予測の確認例 

- - - - -  変状発生過程： 

発生過程にある当該変状の

発生に大きく関係している

と推定され、変状評価に併

せて確認が必要な事象。 

- - - - -  変状進行予測： 

変状が進行した場合、場の

特使に関係し予測される複

数の機能低下シナリオ 


